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● スチールサービスセンター等薄板関連事業
●鋼管SCM
● アルミ地金
●自動車関連製品の加工・製造事業
●建材ビジネス
●工具鋼加工流通業

●自動車バリューチェーン
●建機事業
●船舶事業
●航空機・輸送機リース

●電力事業投資（IPP･IWPP）
● 電力プラント･EPC
● 通信オペレーター事業
●産業インフラ
●省エネ･環境

●ケーブルテレビ事業
●放送メディア事業
● ITソリューション事業
● EMS事業
●通信・移動体ビジネス

「改革パッケージ」「Step Up Plan」「AA Plan」の3つの中期経営計画を通じて、

各事業部門とも、資産の入替えや収益性の高い資産の積み増しによる収益基盤拡大

を進めてきました。その成果は、基礎収益の拡大に着実に表れています。この実績を

土台に、「AG Plan」では「攻め」の姿勢を更に強め、成長を加速させます。

At a Glance
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● 銅・金
●石炭
● 石油・ガス
● LNG
● 炭素

● 芳香族及びその誘導品
●オレフィン類
●電子機能材、電池部材
●農薬
●医薬、医療
●ペットケア事業

●生鮮食品
●肥料
●食品スーパー
●ライフスタイル
●ドラッグストア

●タイヤ
●木材建材
●生コン
●不動産ファンド・再生ビジネス
●オフィスビル・商業施設賃貸事業
●マンション分譲事業

●コモディティビジネス
●投資顧問ビジネス
●直接投資・ファンド投資
●高付加価値物流ネットワーク
●海外工業団地
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顧客ニーズを的確に捉えた

付加価値の高い独自のサービスに強み

当事業部門は、鋼板・鋼管をはじめとする鉄鋼製品・アルミ製品などの金属製品やア

ルミ地金などの商品の単なるトレードだけではなく、顧客の多様なニーズに対応した

独自サービス機能を発揮してさまざまな事業を展開している点に特長があります。例

えば薄板事業では、顧客の生産拠点の近くにスチールサービスセンター網を構築し、

きめ細かなニーズに応えるSCM（サプライ・チェーン・マネジメント）サービスを提供

しています。スチールサービスセンターは、日本・中国・東南アジア・北米・欧州など世

界で41拠点を展開し、年間加工能力は約600万トンと、商社中トップの規模を有して

います。また、油井管を中心とした鋼管SCM事業においては、独自のSCMシステム

「TIMS」を駆使し、鋼管の供給から在庫管理、加工、検査、輸送、修理に至るまでのトー

タル・サービス・プロバイダーとしての役割を発揮し、世界中の石油・天然ガス会社か

ら高く評価されています。

大久保　憲三
金属事業部門長

事業環境とAG Planにおける
基本戦略・重点施策

バリューチェーンの拡大と

M&Aによる事業基盤拡大

鉄鋼・アルミ業界については、国内外とも

に堅調な需要が見込まれます。薄板で

は、中国での自動車・家電産業の成長

を背景に、日本からの高級鋼材の輸出

拡大が継続する見通しです。また、鋼

管・厚板は、原油・ガス価格の中期的な

高値推移を追い風に、プラントなどのエ

ネルギー関連需要が引き続き堅調に推

移するものと見ています。

このような中、当事業部門は、「優良

なリスクアセットの積極的な積み増しに

よる収益基盤の拡大」と「国内ビジネス

の収益力強化」を事業戦略の柱に、鉄

鋼流通、アルミ流通の業界の雄を目指

します。

優良リスクアセット積み増しの重点分

野は、川上においては亜鉛鉄板などの

鉄鋼製品の製造事業、川下では問屋や

加工業です。これら事業の買収などに

よって、鉄やアルミという限られた素材の

バリューチェーンを拡大したい考えです。

また、重点戦略地域である中国では、ス

チールサービスセンターを更に新設して

薄板関連事業を拡充するほか、自動車

メーカーの海外進出に対応した新規事

業なども積極的に展開します。更に、油

井管の世界的なサービス・ネットワークの

確立に向けた鋼管SCMの拡充や、ア

ルミ地金の権益取得によってもリスクア

セットを積み増していきます。

国内ビジネスについては、市場が成熟

しており全体の規模の拡大は望めない

中、M&Aを駆使して事業基盤の拡大

を図るとともに、商社機能を強化して付

加価値を高め、競争力を強化します。

これらの施策により、リスクアセットを

AG Plan期間中に370億円積み増し、

2006年度末には1,120億円に、更に、

リスク・リターンは2年平均で12.9%と

する計画です。
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Step Up Plan
（実績） 

AA Plan
（実績） 

AG Plan
（計画） 

中国・華中地区では3つのスチールサービスセンターを設立
写真は無錫美鋒金属製品有限公司

AA Planにおける実績と
2004年度業績

M&Aやスチールサービス

センター網拡大で収益基盤強化

AA Planにおける大きな成果の1つは、

M&Aによる事業基盤の拡大と人材の

拡充です。その好例が2003年のニチ

メン㈱の鉄鋼製品事業の譲り受けで、こ

れによってステンレス、特殊鋼、自動車関

連製品分野が一層強化され、シナジー

が発揮されています。

また、新しいビジネスモデルの構築に

もチャレンジしています。工業用副資材

のネット販売会社として2000年に設立

した住商グレンジャー㈱は、利便性の高

いサービスの提供で順調な成長を続

け、2004年度末の顧客数は9万社を突

破、収益も大幅に改善しました。

海外においては、中国で急成長して

いる自動車・家電産業向けの事業展開

を加速、広州における自動車用鋼管製

造事業の開始や、工具鋼の加工販売

会社の設立、電磁鋼板の加工会社へ

の出資などを実施しました。更に、無錫・

長春・杭州の3ヶ所にスチールサービス

センターを新設し、中国での拠点数は8

拠点に、年間加工能力は100万トンに

拡大し、鋼板の加工・販売体制の一層

の強化を図りました。

これらの施策の成果もあり、薄板や特

殊鋼取引が好調であったこと、また、アジ

ア向け鉄鋼製品の輸出が拡大したこと

などから、2004年度の売上総利益は前

年度比18.8％増の499億円、当期純

利益は同75.0%増の133億円となりま

した。また、AA Plan 2年平均のリスク・

リターンは、Step Up Planから大幅に上

昇し15.4％となりました。

01年度 02年度 03年度 04年度

売上総利益 366 372 420 499

当期純利益 45 63 76 133

基礎収益 61 71 79 140

総資産 3,141 3,441 3,904 4,726

AA Plan（実績） AG Plan（計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 750 1,120

リスク・リターン（2年平均） 15.4% 12.9%

業績ハイライト （億円）

変圧器に使用される電磁鋼板の加工を行う、
中国・大宏機電（昆山）有限公司
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事業環境とAG Planにおける
基本戦略・重点施策

既存競争優位分野の更なる拡充と

新規ビジネスの開拓

自動車はアジアを中心に、建機は北米、

欧州、豪州を中心に市場拡大が続きそ

うです。また、新造船需要や用船料の堅

調持続も、当事業部門にとって追い風で

す。一方、自動車金融や建機事業にお

ける競争激化、造船・海運市況の反落

などには注意を要します。

このような中、当事業部門では、ポスト

AG Planの目標として連結純利益200

億円の達成を掲げ、AG Planを「体力

増強期間」と位置付けています。競争

優位にある既存の中核ビジネスを徹底

的に強化する一方、新規事業領域への

参入を加速させます。

自動車金融事業は、国内では住商

オートリースを完全子会社化するととも

に、機動的なM&Aを推進し、事業規模

を拡大していきます。海外では、市場の

急成長が見込まれる中国・インド・

ASEAN諸国を中心に展開を加速しま

す。また、自動車部品製造業での新た

なM&Aにも取り組みます。船舶・航空

機事業では自社保有アセットのポート

フォリオ拡充を推進します。一方、建機

事業では、米国・欧州でM&Aも活用し、

ディーラー網の拡大を進めます。

新規事業領域では、欧州において上

述のドイツ案件を含めバリューチェーン

事業を更に積極化するほか、貨車・コン

テナ・航空機エンジンのリース事業にお

ける資産規模の拡大を図る計画です。

これらの施策により、2006年度末までに

リスクアセットを6 0 0億円積み増し

1,650億円とし、AG Plan期間平均の

リスク・リターンを11.5%にすることを目

指します。

自動車事業における

幅広いバリューチェーン展開が特長

当事業部門は、自動車、船舶、航空機などの輸送機、並びに建設機械について、川中か

ら川下・川上へと事業を展開しています。

輸送機事業の中心は自動車事業です。30ヶ国以上に進出し、自動車部品製造から

自動車ディーラー、自動車金融までの幅広い事業群から成るバリューチェーンを構築

しています。中でも自動車金融では、住商オートリース㈱が国内業界2位、P.T. Oto

Multiarthaがインドネシアのオートローン業界のトップ3の一角を占めています。

㈱住商アビーム自動車総合研究所による自動車関連のコンサルティングや、ドイツで

の中古車流通・金融サービス事業など、新事業にも取り組んでいます。

船舶事業では、㈱大島造船所に出資しており、総合商社で唯一造船という製造機能

を持っています。また、自社船事業をはじめ船舶事業全般にわたり幅広い活動を行っ

ていることが特色です。

建設機械では、コマツ製品を中心とした海外事業展開に強みがあり、建機取扱高は

商社中トップとなっています。

廣瀬　修二
輸送機・建機事業部門長
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AA Planにおける実績と
2004年度業績

バリューチェーン展開とアセット・ポート

フォリオ戦略で基礎収益力強化

AA Plan期間中には、自動車金融事

業を中心に、自動車バリューチェーンの

深化で大きな進展を遂げました。住商

オートリース㈱は、クボタリース㈱及び川

商ラビエ㈱の買収によってリース車両

保有台数を21.5万台へと大幅に拡

大。海外では、インドネシアでP.T. Oto

Multiarthaが拠点数を拡大するとともに

二輪車専門のP.T. Summit Oto Finance

を設立したほか、新たにヨルダンやスロバ

キアでの自動車金融事業を開始しまし

た。また、自動車業界に特化したコンサ

ルティング会社として住商アビーム自動

車総合研究所を設立し、同社の協力も

得て、ブレーキ関連部品メーカーの㈱キ

リウを買収、自動車部品製造分野への

参入を果たしました。

自社船事業では保有船舶の拡充を

図り、また、商社初の航空機エンジンリー

ス事業に参入するなど、アセット・ポート

フォリオの拡充を進めました。一方、新た

なビジネスへの取り組みとして、ロシアに

おいて日本企業初の貨車リースに進出

しました。

建機事業については、米国、中国、

フィンランド、バルト3国などにおけるコマ

ツ建機の代理店買収や、ドバイにおける

建機販売店会社設立、インドネシアの

フォークリフト等の輸入販売・レンタル会

社への資本参加などにより、海外展開を

強化しました。

2004年度は、自動車金融、船舶事業

が収益を牽引し、売上総利益は前年度

比14.9%増の1,133億円、当期純利

益は同40.6％増の135億円となりまし

た。AA Planのリスク・リターンは2年平

均で13.0%となりました。

フィンランド及びバルト3国における建設機械販売事業

当社が中心となって契約した香港明華向け
ユニバーサル造船 ㈱ 建造30万トンVLCC
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Step Up Plan
（実績） 

AA Plan
（実績） 

AG Plan
（計画） 

01年度 02年度 03年度 04年度

売上総利益 784 862 986 1,133

当期純利益 42 56 96 135

基礎収益 67 112 148 206

総資産 7,405 7,649 7,930 8,715

AA Plan（実績） AG Plan（計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 1,050 1,650

リスク・リターン（2年平均） 13.0% 11.5%

業績ハイライト （億円）



28 住友商事株式会社 インベスターズ・ガイド 2005

事業環境とAG Planにおける
基本戦略・重点施策

多様な機能を発揮して

基幹インフラの高度化に貢献

アジア、中東を中心とした電力需要の増

加と電力自由化の流れや、ブロードバン

ドや携帯電話事業の成長持続がビジネ

スの追い風となっています。また、環境規

制の強化や各種助成制度の充実に向

けた動きは、省エネ・環境事業拡大の好

機となっています。

このような中、EPC案件の継続的な

受注と、インフラを中心とした事業投資

の両輪を戦略の基本に、収益力を強化

していきます。

EPC事業では事業開発やファイナン

ス組成、リスク管理、事業経営、運営・保

守などにおけるノウハウ・機能の高度化

と、コスト競争力の強化を図り、アジアや

中東における電力プラントの新たな受注

を目指します。海外電力事業投資では、

米州、アジア、中東を中心に I P P *・

IWPP**案件に取り組み、2010年まで

に保有発電容量を6,300MWまで拡

大させる計画です。通信分野では、既存

事業の拡大と、ロシア・CIS、アジア、中東

などでの携帯通信事業への戦略的事

業展開を進めます。また、アジアを中心

に、日本企業の海外進出に伴うプロジェ

クト（進出先での設備供給など）に積極

的に取り組む考えです。こうしてインフラ

ビジネスの最前線に立ち、その高度化を

通じ、「社会に貢献する機能集団」とな

ることを目指しています。

一方、省エネ・環境事業では、エネル

ギーサービス事業、リサイクル・廃棄物処

理事業、太陽光・風力発電などに国内

外において取り組み、地球温暖化防止

にも貢献します。

これらの取り組みにより、リスクアセット

は 2006年度末には 360億円増の

1,020億円となる見通しです。リスク・リ

ターンはAG Plan 2年平均で10.0%

を目指します。

* IPP (Independent Power Producer)：

独立発電事業者

** IWPP (Independent Water & Power Producer)：

独立系発電造水事業者

アジアを中心に電力EPCで強みを発揮

当事業部門のビジネスは、電力・水・エネルギー・通信・産業インフラという5つの主力

分野と、今後の成長が期待される省エネ・環境、医療・ライフサイエンスの分野から成

ります。これらの分野において、トレードと事業投資の最適な組み合わせを実現し、更

には地域戦略との融合を図ることで、事業の選択と集中を進めています。

プロジェクト組成・遂行能力を発揮した海外における電力・通信・エネルギー関連の

プロジェクト及び電力・水・通信などの分野への事業投資が、収益のコアです。中でも、

設計から買い付け・建設までを請け負うEPC*に強く、特に電力EPCではアジアを中

心とした豊富な経験を背景に、4.2万MWと商社随一の納入実績を誇ります。また、電

力EPCを通じて蓄積されたノウハウを活かし、電力事業投資も積極的に拡大してい

ます。

*EPC (Engineering, Procurement and Construction) : 工事込プラント請負建設形態

h村　道男
機電事業部門長
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AA Planにおける実績と
2004年度業績

電力事業を中心にリスクアセット

積み増し、保有発電容量拡大

電力EPC案件では、アジアにおける実

績を更に伸ばしました。AA Plan期間

中にマレーシアにおいてTanjung Bin、

Port Dickson II、Jimahの3ヶ所での

大型発電所を連続受注し、これらの受

注総額は計3,000億円に達しました。ま

た、インドネシアのTanjung Jati B石炭

火力発電所の工事も順調に進捗しまし

た。同プロジェクトは2006年度に完工

予定で、その後20年間にわたりリース

事業を行います。

海外電力事業では、当社が出資して

いるベトナムのPhu My 2‐2発電所や

台湾の発電所が完工し、商業運転を開

始しました。また、米国Hermiston発電

所の権益を50％まで買い増したことに

加え、フィリピンのCBK水力発電所の所

有会社と運転管理会社及びトルコの

Birecik水力発電所の権益買収の目処

をつけたことにより、保有発電容量は約

2,500MWとなります。

環境配慮型事業では、㈱アイエスと業

務提携し、ペットボトルの完全リサイクル

事業への取り組みを開始。今後、同社

の技術を海外にも展開し、事業展開を

図ります。

2004年度は、アジアを中心としたプラ

ント輸出取引の増加を背景に売上総利

益は前年度比14.2%増の322億円と

なりました。一方で、東南アジアや中南

米での事業整理や貸倒引当金を計上

したことにより、当期純利益は38億円と

なり、AA Plan 2年平均のリスク・リター

ンは4.7%に留まりました。

マテリアルリサイクル 

バージン原料 

ペット 
ボトル 

使用済 
ペット 
ボトル 

ケミカルリサイクル 
（化学手法によるマテリアルリサイクル） 

ポリエステル樹脂製造 
の中間原料 

・トレー ・カーペット 
・シャツ ・作業着 

消費者 

市町村 

4

ペット 
ボトル用 
樹脂 

3
高濃度 
BHET 
（モノマー） 

循環型リサイクル 

再商品化 
フレークペット化 

アイエス法 
現行 

2

1

ペットボトルの完全リサイクルチェーン

フィリピンのCBK水力発電所
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AA Plan
（実績） 

Step Up Plan
（実績） 

AG Plan
（計画） 

01年度 02年度 03年度 04年度

売上総利益 306 286 282 322

当期純利益 41 18 18 38

基礎収益 46 46 51 76

総資産 4,215 4,512 4,357 4,574

AA Plan（実績） AG Plan（計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 660 1,020

リスク・リターン（2年平均） 4.7% 10.0%

業績ハイライト （億円）

注）2005年4月より、国内の発電・電力小売事業を資源・エネルギー事業部門から移管しています。
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f井　伸吾
情報産業事業部門長

事業環境とAG Planにおける
基本戦略・重点施策

激しい環境変化をビジネスチャンスと

捉えて事業拡大

情報産業は成長のポテンシャリティが高

く、また、変化のスピードが速い分野で

す。AG Planでもこの変化を新たなビジ

ネスチャンスと捉え、収益基盤を拡大さ

せます。

メディア分野では、デジタル化、ブロー

ドバンド化により、さまざまな新サービスを

提供できる可能性が広がっています。こ

のような中、J:COMは近隣CATV局へ

の出資や他局との提携により、広域での

デジタルサービス等を展開し、加入者増

を図ります。また、JPCでは、CS放送番

組供給会社の買収・事業統合による基

盤拡大や、VOD*、IP放送、視聴者参

加型番組などの新規事業を推進します。

ネットワーク分野では、2005年8月に

システム開発力を持つSCSとネットワー

ク構築力・営業力を持つSSEを合併し、

ITソリューションのリーディングカンパ

ニーを目指します。移動体通信分野で

は、M&AによってMSコムの事業拡

大・強化を図る計画です。

エレクトロニクス分野では、IT機器や

デジタル家電などのメーカーのアウトソー

シング需要が高まる中、中国を中心に基

板実装会社との提携を一層推し進め、

EMS事業の拡大・機能強化を積極的

に行います。電子材では、今後も市場拡

大が見込まれる青色・白色 LEDや、

カーボンナノチューブを中心に新技術に

も積極的に取り組み、新市場開拓を進

めます。

これらの戦略に基づき、リスクアセット

は2006年度末までに380億円積み増

し、1,510億円とし、AG Plan期間平均

のリスク・リターンは11.8%とする計画

です。

* VOD (Video On Demand)：

見たいときに見たいビデオが見られるサービス

「業界ナンバーワン戦略」を展開

メディア、ネットワーク、エレクトロニクスの各分野において、中核事業会社が連携、シ

ナジーを発揮しつつ、各業界のリーダーとして事業を展開しています。

メディア分野ではインフラとコンテンツの両輪で事業を展開、傘下の㈱ジュピターテ

レコム（J:COM）は日本最大のケーブルテレビオペレーター、㈱ジュピター・プログラ

ミング（JPC）は日本最大の多チャンネル番組供給会社となっています。

ネットワーク分野では、業界トップを目指し、住商情報システム㈱（SCS）、住商エレ

クトロニクス㈱（SSE）、日商エレクトロニクス㈱が連携して ITソリューション事業を、

また、㈱エム・エス・コミュニケーションズ（MSコム）が移動体通信分野での事業を推

進しています。

エレクトロニクス分野では、スミトロニクスグループのEMS*事業が日本・アジアに

おいて最大規模であり、また、電子材分野で、当社は日本で25％のシェアを持つ米国

Cree, Inc.のLED素子の総販売代理店となっています。

* EMS (Electronics Manufacturing Services)：電子機器の受託製造サービス
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J:COMジャスダック上場

ユナイテッド・シネマを子会社化

AA Planにおける実績と
2004年度業績

J:COMの IPO実現と各分野での

基礎収益の増加

メディア分野では、2003年12月期に黒

字転換したJ:COMが2004年12月期

も業績を大きく拡大させ、2005年3月

にはジャスダック上場を実現、時価総額

で5,000億円を超える会社になりました。

JPCも、テレビ通販で売上500億円規模

を誇るジュピターショップチャンネル㈱を牽

引役に、業績を順調に伸ばしました。ま

た、映画の分野ではシネマコンプレックス

事業拡大策として、ユナイテッド・シネマ

㈱を子会社化しました。

ネットワーク分野では、SSEが合併や

経営改革を進め、AA Plan期間中に業

績を大幅に改善しました。また、MSコム

は、移動体通信の販売網整備等により

業績を着実に伸ばしました。

エレクトロニクス分野ではEMS事業

における取扱製品の拡大を進めました。

また、2004年7月には日本・アジア・韓

国・上海のスミトロニクスを統合し、経

営基盤を拡充しました。電子材では、米

国Carbon Nanotechnologies Inc.と

日本・韓国向け独占代理店契約の締

結と同社への出資を実施しました。ま

た、単層カーボンナノチューブの事業化

支援制度を設け、有力案件を発掘しま

した。

2004年度は、上述のように主要グ

ループ会社の業績好調や、エレクトロニ

クス関連取引の拡大等を背景に、売上

総利益は前年度比8.1%増の441億

円となりました。また、J:COMのジャス

ダック上場に伴う利益の計上もあり、当

期純利益は前年度比3.3倍の248億

円となりました。これによりAA Plan 2年

平均のリスク・リターンは12.8%に上昇

しました。
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（実績） 

Step Up Plan
（実績） 

AG Plan
（計画） 

01年度 02年度 03年度 04年度

売上総利益 419 409 408 441

当期純利益 63 85 75 248

基礎収益 -84 6 78 94

総資産 2,914 3,392 3,750 3,750

AA Plan（実績） AG Plan（計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 1,130 1,510

リスク・リターン（2年平均） 12.8% 11.8%

業績ハイライト （億円）
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北川　信夫
化学品事業部門長

事業環境とAG Planにおける
基本戦略・重点施策

選択と集中を加速

2005年4月、商品群と機能からビジネ

スラインを見直し、「基礎・電子機能化学

品本部」と「ライフサイエンス本部」へと

組織を改編しました。新体制の下、AG

Planでは、従来から強みのあるトレード

ビジネスを一層強化するとともに、優良

案件への戦略的投資を加速し、リスク

アセットは2006年度末時点では560億

円へと220億円積み増す計画です。リ

スク・リターンは2年平均11.4％を目指

します。

基礎化学品分野では、トレードビジネ

スをより一層強化するために、欧米メー

カーとの連携を強化し、欧米亜間でのロ

ケーションスワップ、トーリングビジネス（委

託加工）によりトレードを高度化していき

ます。更に自社船、タンク設備への投資

により、競争力強化を図ります。資源性

無機化学品では、山元への積極的な投

資を促進、収益の拡大・安定を図ります。

また、合成樹脂では、加工分野での収

益拡大のため、国内有力加工メーカー

とのパートナーシップによる投資を促進

していく計画です。

電子・機能化学品分野ではFPC（フ

レキシブル・プリントサーキット）基板材料、

電池材料、特殊ガスなどの取扱化学品

を拡充し、総合的な取り組みを強化す

るとともに、SCM型原料一括納入や受

託委託製造型ビジネスでは機能の高度

化を図ります。

ライフサイエンス分野のうちアグリビジ

ネスでは、海外農薬メーカー・農薬事業

の買収等により、自社保有剤の確保と農

業資材流通網の拡充を進め、バリュー

チェーンの更なる拡充を推進します。

医薬・医療分野では、産学連携案件や

㈱アピウスの電子カルテ事業を推進し、国

内医療市場への更なる食い込みを目指

します。また、中国では河南天方薬業股

i有限公司に出資し、同社の医薬品の

輸出と中国国内販売に取り組みます。

ペット関連ビジネスでは、米国におけ

るThe Hartz Mountain Corporation

（Hartz）の事業基盤を強化・拡大する

とともに、日本・アジア・ヨーロッパ市場へ

の参入を目指します。

化学品ビジネスのグローバル展開

化学品はあらゆる産業と接点を持つ裾野の広いビジネス分野です。当事業部門では、

①合成樹脂、有機化学品（エチレン、フェノール等）、資源性無機化学品（硫酸、ソーダ

灰）等の「基礎化学品分野」、②半導体、LCD等の原材料、紙資材、電池材料等の「電

子・機能化学品分野」、③医薬・医療、農薬、防疫薬、ペットケア関連等の「ライフサイエ

ンス分野」の3つの分野において、SCMや物流機能など持てる機能を駆使したビジ

ネスを推進、グローバルに事業展開しています。

アジアを中心とするエチレンビジネスや、日本、アジア、欧州、米国四極体制で展開

するフェノールビジネス、世界を対象とした硫酸、農薬ビジネスなどでは、まさにグ

ローバルネットワークを活用し、業界No.1の地位を築いています。また、排出権ビジ

ネスをインド・南アフリカなどで推進、業界をリードしています。
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The Hartz Mountain Corporation

液体石油化学品用タンク（マレーシア）

AA Planにおける実績と
2004年度業績

収益の飛躍的拡大に向けて

AA Planにおいては、不採算事業の最

終処理や事業会社の収益性改善に取

り組みつつ、今後の収益増強に向けた

より優良なアセットへの入替えによる事

業基盤、及び収益基盤の強化・拡大を

進めてきました。

最大の案件は、米国のペット用品メー

カー最大手Hartzの買収です。これに

より、安定的に成長している米国ペット

産業への参入を果たすとともに、日本・

欧米でのペット用品事業を展開するた

めの足がかりを作りました。新商品の開

発、物流機能、海外展開等の点で当社

とのシナジーの追求も進めています。

このほか、各種トレードビジネスの拡充

を図りました。中国・アジアでは、電子・機

能材の一括納入ビジネスの強化に取り

組んだ結果、上海広電NEC液晶顕示

器有限公司向けに液晶表示装置用の

原料一括納入を受注するなど、取引を

拡大させました。

更に、硫酸や有機化学品の分野では、

ビジネス基盤の拡大やトレード機能の高

度化により、大幅な収益増を実現。農薬

ビジネスでは、ドイツBASF社の殺菌剤

「トリホリン」の買収などによって、自社保

有剤のラインアップを拡充するとともに、

オーストラリアや南米などにおける末端

販売網の拡充を進めました。

2004年度は、IT関連業界の活況、

石油化学市況の好況もあり、電子材や

有機化学品が好調に推移し、売上総利

益は25.0%増の285億円となりました。

当期純利益も前年度の1億円の損失

から、47億円の利益に転換しました。ま

た、AA Plan 2年平均のリスク・リターン

は7.1%に上昇しました。
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AA Plan
（実績） 

Step Up Plan
（実績） 

AG Plan
（計画） 

01年度 02年度 03年度 04年度

売上総利益 255 236 228 285

当期純利益 17 11 -1 47

基礎収益 17 20 20 45

総資産 2,048 1,865 1,749 2,172

AA Plan（実績） AG Plan（計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 340 560

リスク・リターン（2年平均） 7.1% 11.4%

業績ハイライト （億円）
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品川　道久
資源・エネルギー事業部門長

事業環境とAG Planにおける
基本戦略・重点施策

上流ビジネス拡充に向けて積極的な

リスクアセット積み増しを継続

中国をはじめとしたアジア諸国の需要

増大を主因に、資源・エネルギー商品

市況は足元では高騰していますが、中

期的には調整局面を迎える可能性が

あります。

このような環境下、AG Planでは質・

量両面での業容拡充に向けた「攻め」

の姿勢を強めますが、収益性を重視し、

優良案件に絞り込んだ投資を実施しま

す。リスクアセットは2006年度末には

1,560億円へと2年間で530億円積み

増し、リスク・リターンは2年平均で14.0％

を目指します。

戦略の中心は「4本柱」を中心とした

上流ビジネスの厚みの増強です。長期

的視点からの投資と既存案件の買収を

組み合わせ、バランスの良いポートフォリ

オ構築を継続します。銅・金では、インド

ネシア・バツヒジャウ鉱山の収益基盤の

長期安定化に取り組みます。石炭につ

いては、豪州における収益基盤の拡大

と安定化を目指すとともに、ロシア、中国

などにおける新規案件の獲得を目指し

ます。一方、石油では、生産油田を中心

に更なる権益買収を目指し、LNGに関

しても新規有望プロジェクトへの参画を

狙います。また、金・PGM*、鉄鉱石、

ニッケル・ウラン・レアメタルなどの資源に

ついても、優良案件の獲得を目指します。

LPG、炭素関連などの中流・下流ビジ

ネスでは、優位性のあるトレード基盤を構

築すべく、リスク管理などの機能を強化

するとともに、製造業・海外での販売事

業への参画を模索します。また、燃料電

池などの新技術分野、水素エネルギー

など環境関連ビジネスへの取り組みを強

化していきます。

* PGM (Platinum Group Metal):

白金族金属（プラチナ、パラジウム等）

バランス良い資源権益ポートフォリオを基盤に

川上から川下へ事業展開

当事業部門では、銅、石炭、石油、LNG（液化天然ガス）を「4本柱」とした上流資源権

益をベースに川上・川中から川下へとビジネスを展開しています。1分野に大きく偏ら

ず、安定的でバランスのとれた資源ポートフォリオとなっているのが特長の1つです。

銅の持分生産量においては商社トップシェアを占めています。また、鉱山寿命が長く原

料炭比率の高い石炭権益を豪州に保有していることや、商社で唯一、金鉱山権益を保

有していることも差別化のポイントとなっています。

川中では、銅精鉱の対日輸入取扱高で商社中1位、LNGでも対日輸入量の約25％

を扱っています。このほか、業界トップクラスの炭素ビジネスや、鉄鉱石その他の金属

資源や電池材料などのトレードを行っています。川下ではLPG（液化石油ガス）全国

末端販売やガソリンスタンド事業を推進しています。
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セロ・ベルデ銅鉱山（ペルー）のオープンピット

AA Planにおける実績と
2004年度業績

将来の収益拡大に向けた着実な

基盤作りを実践

AA Planでは、上流権益の買い増しを

中心に、大きな成果をあげました。石炭

では、豪州における権益の追加取得に

より、持分生産量は大幅に拡大。また、

ロシアの原料炭増産プロジェクトに融資

し、日本向け長期安定調達枠を確保し

ました。石油・ガスでは、英国領北海の

油田権益の相次ぐ買い増し、及びメキ

シコ湾のガス田権益買収により、持分生

産量は日産2.5万バレル弱に達しまし

た。LNGでは、インドネシア・タングーに

おける権益を追加取得しました。銅に

ついては、ペルーのセロ・ベルデ鉱山の

資本参加を決定、銅鉱山事業における

地歩を更に固めました。また、アラスカ・

ポゴ金鉱山の開発に着手し、2006年3

月の操業を目指します。

このほか、炭素ビジネスではコークス

メーカーである三井鉱山㈱の一部株式

を取得、また、中国でのカーボンブラック

事業に進出。国内の発電・電力小売事

業では、3ヶ所の自前発電所の運転開

始により、一層の事業拡大を図りました。

2004年度は、豪州の石炭事業や北

海の油田事業における追加権益取得

の効果が表れ、市況の追い風も着実に

収益に取り込み、売上総利益は前年度

比29.9%増の352億円となりました。ま

た、市況の好調に加えコスト削減と生産

量拡大が奏効してバツヒジャウ銅・金鉱

山プロジェクトの業績が大幅に改善した

こともあり、当期純利益は149億円へと

倍増しました。AA Plan2年平均のリス

ク・リターンは、10.6%となりました。

米国メキシコ湾ガス田プラットフォーム

注）2005年4月より、国内の発電・電力小売事業を機電事業部門に移管しています。
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AA Plan
（実績） 

Step Up Plan
（実績） 

AG Plan
（計画） 

01年度 02年度 03年度 04年度

売上総利益 301 316 271 352

当期純利益 24 39 71 149

基礎収益 31 45 66 150

総資産 2,667 3,095 3,457 4,971

AA Plan（実績） AG Plan（計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 1,030 1,560

リスク・リターン（2年平均） 10.6% 14.0%

業績ハイライト （億円）
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森本　洋司
生活産業事業部門長

事業環境とAG Planにおける
基本戦略・重点施策

戦略分野の選択と集中と、戦略的投資に

よる基盤拡大で安定収益を目指す

国内市場では、少子高齢化により需要

は長期的な減少傾向にあるうえ、規制

緩和で競争は厳しさを増しています。一

方、本物・ブランド志向の高まりや高付加

価値商品・サービスに対する需要増大

がビジネスチャンスを広げています。

このような認識のもと、戦略分野の絞

込みと戦略的投資の加速によって収益

力を増強するとともに、外部環境に左右

されにくい安定収益基盤の確立を目指

します。

食料事業では、選択と集中を進める

一方で、M&Aや資本提携などを通じ

て基盤を拡大します。青果事業では、

主力のバナナの供給体制強化とそれ

以外の商品のラインアップ拡充を進め

るとともに、加工・物流・販売体制を確立

し、強固なバリューチェーンを構築しま

す。食肉ビジネスでは、ポーク・チキンに

加えビーフにも注力します。また、肥料

ビジネスでは、既存事業の拡大と国内

外でのM&Aを通じて収益基盤の一

層の拡大を図ります。

食品スーパー事業では、サミットの出

店ペースを年間6～7店に加速させると

ともに、優良スーパーとの提携によって

事業基盤の拡大を図ります。

ブランド事業では、ファッション・アパレ

ル、アクセサリー、ホームファーニシングな

どの分野を中心に高収益の事業ポート

フォリオの構築を目指します。2005年7

月にコーチ・ジャパン㈱の株式を米国

コーチ社に売却しましたが、今後とも積

極的にポートフォリオの拡充を図ります。

これらの取り組みにより、2006年度末

のリスクアセットは300億円増の1,150

億円、リスク・リターンはAG Plan期間平

均12.0%への向上を目指します。

「食」を中心に、川下から川上に至る「一気通貫ビジネス」を展開

衣・食・住の分野において、川下での事業基盤を活かし、川上に至るまでの事業領域に

おいてシナジーを追求しています。特に「食」の分野では、サミット㈱を中核とした首都

圏食品スーパー事業が収益の柱の1つです。また、安全・安心の確保を優先した生

産・販売・品質管理システムに強みを持ち、青果の輸入・販売を行う住商フルーツ㈱は、

バナナの取扱いの国内シェアで3位となっています。

2005年4月には、収益力増強に向けて機構改正を実施しました。「農水産本部」は、

注力分野が従来の川上（食糧）中心から、より川下（食品）にまで拡がってきているこ

とを反映して「食料事業本部」と改称し、生鮮食品や肥料、糖質ビジネス等が好調に推

移しています。また、「繊維本部」と「消費者流通事業本部」を統合して「ライフスタイ

ル・リテイル事業本部」を発足させました。食品スーパーやブランド事業をコアに、ア

パレル、インテリア、ドラッグストア事業なども推進していきます。
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サミット東寺方店

FEILERの総輸入元・企画・販売会社モンリーブを買収

AA Planにおける実績と
2004年度業績

サミット、コーチの基盤拡大と

新規分野への戦略投資を推進

AA Plan期間中に、食品スーパーのサ

ミットは5店を新規に出店し、総店舗数

は2005年3月末現在で81店となりまし

た。2004年度の売上は1,891億円（連

結ベース）となり2年間で17%増加し、

着実に収益を伸ばしています。また、バ

ナナ事業では更なるシェア拡大に向け

て、量販店向け販売の拡大、低農薬品

や高糖度品など付加価値の高い商品

の生産体制の拡充を図りました。

ブランドビジネスでは、コーチ・ジャパ

ンが順調なビジネス拡大を続け、2004

年度中に東京丸の内、札幌、大阪、仙台

に旗艦店をオープンしました。また、コー

チに続くブランドビジネスとして、ドイツの

高級織物ブランドFEILERの総輸入

元・企画・販売会社である㈱モンリーブ

を買収しました。

また、非衣料分野の繊維事業への取

り組みの一環として、自動車の安全対

策として今後の需要が期待される自動

車サイドカーテン・エアバッグ用クッション

の製造販売会社、住商エアバッグ・シス

テムズ㈱を設立しました。自動車内装繊

維材のリーダーである住江織物㈱と、エ

アバッグに関する各種技術を保有する

旭化成せんい㈱をパートナーに、2008

年度売上高100億円を目指して事業

展開します。

2004年度は、サミットなどの小売事業

及びバナナ事業が好調に推移し、売上

総利益は前年度比9.4%増の989億円

となりました。一方、繊維取引やアパレル

の通信販売を行っている住商オットー㈱

の減益により、当期純利益は20.7％減

の46億円でした。AA Plan 2年平均の

リスク・リターンは7.1％となりました。
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AA Plan
（実績） Step Up Plan

（実績） 

AG Plan
（計画） 

01年度 02年度 03年度 04年度

売上総利益 819 861 904 989

当期純利益 51 53 58 46

基礎収益 45 59 58 65

総資産 2,774 2,715 3,046 3,251

AA Plan（実績） AG Plan（計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 850 1,150

リスク・リターン（2年平均） 7.1% 12.0%

業績ハイライト （億円）
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新井　壽彦
生活資材・建設不動産事業部門長

事業環境とAG Planにおける
基本戦略・重点施策

攻めの姿勢を一層鮮明に

生活資材の国内市場は成熟しており、

競争が激化する中、業界内の淘汰・再

編・統合が進む見通しです。一方、海外

では、タイヤをはじめとした各分野で、市

場規模拡大と需要増が期待できます。

このような環境下、競争優位性を持つ

各事業分野において、サプライソースの

拡充や川下展開を進め、収益基盤の更

なる拡大を図ります。木材建材事業で

は、ロシアにおいて森林認証（FSC）を

取得した新林区開発によって木材取扱

量を増加し、合板事業への進出を図り

ます。一方、三井住商建材では海外の

サプライソースを拡充し、セブン工業、ア

イジー工業とのシナジー効果を追求し、

事業基盤を拡大します。また、タイヤ事

業では、米国等における卸売事業の強

化を目指します。

建設不動産ビジネスについては、現在

堅調なオフィスビルやマンションの需給バ

ランスの先行きに注意を要しますが、生

産設備・物流拠点再編のための既存ビ

ル・工場等の再開発に伴う大型複合開

発案件の増加をビジネスチャンスと捉え

ています。

このような認識のもと、企画から開発、

分譲・賃貸、管理・運営に至る「機能の

バリューチェーン」を更に強化し、複合開

発事業に積極的に取り組みます。また、

ファンドビジネスや不動産再生ビジネス

を、ビル・商業施設賃貸事業、マンション

分譲事業に次ぐ収益の柱として確立さ

せることを目指します。

AG Planではこれらの「攻め」に重点

を置いた施策により、リスクアセットは

110億円積み増し、2006年度末には

1,060億円とする計画です。また、リス

ク・リターンは10.3%への大幅改善を目

指します。

資材ビジネスの多くで業界上位

不動産では総合力を発揮

当事業部門の事業領域は、「生活資材」と「建設不動産」の2つに大きく分けられます。

生活資材分野では、多数の事業が業界トップクラスにあります。当社グループ傘下

の三井住商建材㈱、セブン工業㈱、アイジー工業㈱は、それぞれ建材商社、集成材メー

カー、金属系外壁材メーカーとしてトップに位置しています。このほか、生コン事業、古

紙事業においても商社業界トップ、タイヤ輸出、ウッドチップ輸入事業でも業界内で優

位性を持っています。

建設不動産分野では、オフィスビルや商業施設の賃貸・運営事業と、マンションを中

心とした住宅開発・分譲事業が柱となっています。また、これらの分野における専門性

とコーディネーション能力を、大型複合開発事業において発揮しています。更に、不動

産再生ビジネスやファンドビジネスへの重点的な取り組みを進めています。
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勝どき再開発プロジェクト

名古屋エスオーシー

AA Planにおける実績と
2004年度業績

資材分野では事業基盤拡大、

不動産分野では収益性改善に注力

生活資材ビジネスの各分野では、AA

Planから積極的な新規投資を実施しま

した。生コン事業では、福岡のホリデン商

事グループ及び名古屋エスオーシー㈱

を買収、生コン製造事業の基盤を拡大

しました。木材分野では、ロシアでチェ

ルネイレス社と共に新林区の開発に着

手。また、セブン工業を買収し、建材流

通とロシア材事業とのシナジーを強化し

ました。タイヤ事業ではアラブ首長国連

邦にShaheen Tyres Company L.L.C.

を設立、中東における卸売事業への進

出を果たしました。

不動産分野では、勝どき再開発プロ

ジェクトや千里ニュータウンのマンション

建替事業などの不動産再生ビジネスや、

コンサルタントビジネスなどに取り組みま

した。また、資産効率・収益性改善に向

けてリスクアセットの入替えと総資産の

圧縮を推進。その一環として、住友大阪

ビルや晴海本社ビルの流動化を実施し

ました。また、横浜地区の賃貸用不動産

「クイーンズスクエア」の減損135億円

（税引後）を実施しました。

2004年度においては、売上総利益

は387億円となり、当期純利益は84億

円の損失となりました。これは、生活資材

ビジネスが全般的に堅調に推移し、また、

不動産ビジネスでは、マンション分譲販

売が好調だった一方で、不動産の減損

を実施したことなどによるものです。AA

Plan2年平均のリスク・リターンは0.3％

に留まりました。

注）Step Up Plan（実績）のリスクアセット及びリスク・リターンは、「国内ブロック・支社」における建設不動産事業の当部門への移管
の影響を反映しておりません。
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AA Plan
（実績） 

Step Up Plan
（実績） 

AG Plan
（計画） 

01年度 02年度 03年度 04年度

売上総利益 549 578 478 387

当期純利益 29 -57 91 -84

基礎収益 21 66 23 59

総資産 6,325 6,028 6,153 6,061

AA Plan（実績） AG Plan（計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 950 1,060

リスク・リターン（2年平均） 0.3% 10.3%

業績ハイライト （億円）
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水上　忠彦
金融・物流事業部門長

事業環境とAG Planにおける
基本戦略・重点施策

ビジネス環境の変化やニーズの

変化を捉えた拡大戦略

金融ビジネスを取り巻く環境は大きく変

化しつつあります。商品先物業界は、

2005年5月の改正商品取引所法の施

行で転換期を迎えています。また、企業

価値極大化への要請や産業・社会構造

の変化がM&Aや資金調達ニーズを生

み出す一方、ペイオフ解禁などを背景に、

個人の資産運用ニーズが多様化してい

ます。

このような環境下、リスク管理を一層

高度化しつつ、コモディティビジネスの収

益力を強化するとともに、投資関連事業

の拡大を目指します。投資顧問ビジネス

では、顧客基盤を拡大すべくコモディ

ティインデックスなどの新商品の拡販と、

ヘッジファンドインキュベーションなどの新

規ビジネスを他社とも提携しつつ推進し

ます。また、直接投資・ファンド投資では

日本・アジアを中心に新規案件の発掘

を目指します。

物流では、東南アジア・中国を中心と

する原材料や部品、消費財関連の物流

増大や、高機能サービスへのニーズの

高まりに対応し、中国内陸部への拠点

進出と国内での基幹センター新設等に

よるインフラ増強に取り組みます。こうし

た日本・中国・東南アジア並びに欧米に

おける物流ネットワーク網の拡充により、

グローバルな物流ビジネスの拡大に注

力します。海外工業団地ビジネスでは、

ベトナムのタンロン工業団地の拡張に加

えて、次の工業団地開発に向けた準備

を進めます。保険事業では、中国に進

出の日系企業を対象とした保険仲介ビ

ジネスへの参入を図ります。

投資ビジネスや物流事業における優

良アセット積み増しにより、リスクアセット

を2006年度末までに150億円増の

350億円とし、2年平均のリスク・リターン

は13.2％とする計画です。

総合商社の幅広い情報力やノウハウを

活かした高付加価値ビジネスで差別化

当事業部門では、「商品」ではなく「金融」「物流」という「機能」を提供しています。総

合商社として幅広く商取引を行う中で獲得してきた専門知識やノウハウ、ネットワーク、

リスク管理力、情報力を活用し、付加価値の高いビジネスを展開しています。

金融分野では、実需を扱う強みも活かしたコモディティビジネスがコア事業の1つで、

貴金属及びエネルギーのデリバティブ市場では約2割のシェアを占める国内最大手で

す。また、オルタナティブ投資（代替資産運用）特化型の投資顧問ビジネスや、投資

ファンドビジネスも推進中です。

物流分野では、国内外での物流網に加え、海外での工業団地展開に特色があります。

ベトナム、インドネシア、フィリピン、中国の4ヶ国において、工場インフラの提供に加え、

部品調達や製品物流を含めたトータル・ソリューションを提供しています。また検品等

の物流周辺機能の充実も進めています。
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ドラゴン・ロジスティクス、第2倉庫開所式
当社が開発・販売中のベトナム・タンロン工業団地内に竣工

住商カード

AA Planにおける実績と
2004年度業績

先行投資が収益化

AA Plan期間中には、投資ビジネスや中

国物流事業など、「先行投資」分野が成

果を上げ始めました。

金融事業では、これまでに仕込んでき

た投資案件のいくつかでIPOが実現

し、株式の売却によりバリュー実現を果

たしたほか、投資顧問ビジネスにおいて

は、ヘッジファンド型商品をラインアップに

加え、商品が多様化されたことでより広

範なニーズに対応可能となり、受託資産

が拡大しました。このほか、金融分野で

の新規事業への挑戦としては、住商

カード㈱を設立、クレジットカード事業に

参入しました。住商カードは、グループ各

社との提携を進めることで、事業基盤の

拡大を図っています。

物流事業では、中国において無錫や

深aでの物流会社設立、検品・加工セ

ンター網の運営、北京・上海における宅

配事業などを通じて、物流ネットワーク・

機能の拡充を図りました。更に、自動車

輸送事業にも参入し、中国全土で完成

車輸送事業を行うための合弁会社を設

立しました。北米・欧州でのグローバル

調達物流も順調に拡大しました。工業

団地ビジネスでは、タンロン工業団地の

第2期造成を完了、販売も好調でした。

2004年度は、国際商品価格の大幅

な変動の影響を受け、コモディティビジネ

スの収益が落ち込んだものの、物流事

業の収益性改善により、売上総利益は

8.3%増の170億円となりました。また、

当期純利益は投資ビジネスのバリュー

実現もあり、16.7%増の28億円となりま

した。AA Plan 2年平均のリスク・リター

ンは13.5%でした。

01年度 
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（億円） 

当期純利益 
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ー
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（実績） 

Step Up Plan
（実績） 

AG Plan
（計画） 

01年度 02年度 03年度 04年度

売上総利益 145 155 157 170

当期純利益 16 20 24 28

基礎収益 19 20 20 28

総資産 1,542 1,615 1,935 2,328

AA Plan（実績） AG Plan（計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 200 350

リスク・リターン（2年平均） 13.5% 13.2%

業績ハイライト （億円）
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グローバル化の推進

当社の総合力を支える重要な基盤の1つは、全世界150拠点の店

舗網（国内26拠点、海外124拠点）や、800社を超える連結対象

会社からなるグローバルネットワークです。住友商事は、異なる事業

分野をカバーする9事業部門と国内・海外の地域組織が連携し、ビ

ジネスチャンスをグローバルに捉えています。

私たちは、AA PlanからAG Planへと続く成長戦略の中で、グ

ローバルベースで収益基盤の拡大を加速させていきます。そのため

には、これまで以上に、事業部門と地域組織が結びつきを強めて

1＋1＝2以上の成果を上げることや、グローバルな視野での戦略策

定、経営資源の最適配分により当社の力を最大限に発揮すること

が、大きな課題です。今後は連結対象会社を含めたグループ全体

の内部統制の観点からも、事業部門と地域組織の連携の必要性

が高まっていくと考えています。

また、国内外にグローバル展開した地域組織は、各地域市場の

成長モメンタムを捉え、地域の特性に応じた成長戦略の策定や、地

場の取引先に対する多面的アプローチなどの重要な役割を担って

います。当社の事業基盤を更にスケールアップし、よりダイナミックに

成長していくには、各国・各地域で、地域発信型のビジネスを掘り起

こし、国内外の現地法人、その他の拠点が、各地域に根差した企

業として大きな存在感を持つことが重要です。

私たちは、こうした問題に取り組むべくAA Planで「グローバル化

推進委員会」を設置しました。そして、各事業分野でグローバルな

商品戦略を展開する事業部門と、各地域に根差した地域組織が

協同して「商品戦略と地域戦略の融合による収益力の強化」を図

ることを課題とし、そのための「事業部門と地域組織の連携強化」、

「地域組織の戦力強化・最大発揮」に取り組んできました。

例えば、私たちはAG Planにおける各セグメントの事業計画策定

に際し、部門戦略と各地域組織の基本方針をすり合わせ、グローバ

ル戦略の明確化・共有を進めました。体制面では、各地域内の拠点

を同一の商品部門で区分して一体的な広域運営を行う域内商品

部門制の推進や、域内総支配人の任命により、広域運営を強化し、

また、地域組織による、事業部門所管の事業会社への経営参画を

進めました。より現場に近いレベルでは、海外におけるナショナルス

タッフの戦力強化・マネジメントへの登用を促進し、グローバルイント

ラネットの整備など、インフラを強化しました。私たちは全社ベースか

ら現場ベースまで、あらゆるレベルでの施策を進めています。

AA Planでの取り組みにより、情報共有の徹底、事業部門・地域

組織協同でのビジネス拡大等の成果も出始めています。AG Plan

では、これまでの取り組みを継続・発展することにより、地域組織がよ

り主体的に、収益基盤の拡大に貢献するステージに入っていくもの

と考えています。

域内商品部門制 
による広域運営 

欧州 

CIS支配人による 
広域運営 

CIS

2005年1月 
商品部門制導入 

中国 

域内商品部門制 
による広域運営 

米州 

2005年1月　 
米州総支配人の下に南米支配人を設置 

南米 

域内店舗の連携強化 

中東 

2005年4月 
東南アジア総支配人を設置 

東南アジア 
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668

51％ 

38％ 

日本 アジア 米州 欧州 その他 
オセアニア 

31％ 16％ 5％ 5％ 5％ 

28％ 8％ 5％ 
1％ 
7％ 

2003年度 

2004年度 

注） 関係会社の持分損益は、当該会社の所在国の利益とみなし、 
 また、住友商事単体については、販売先の所在国毎に利益を振り分けて集計しています。 
 

（億円） 

1,100

0 1,2001,000800600400200

潜在的な成長可能性の高い地域では、全社的なバックアップにより

ビジネスを開拓し、地域の成長の勢いを当社の成長につなげること

が必要です。私たちは、従来から中国を戦略地域と考え、積極的な

事業展開を進め、現在13の事業拠点を持ち、約150の事業会社

に出資を行っています。特に成長著しい自動車産業周辺分野での

自動車用薄板、鋼管等の供給事業や、日本企業のトランスプラント

に伴う原材料のSCMビジネス、物流センターや宅配便その他の物

流事業分野で事業基盤を築いています。

加えて、AG Planにおいては、ロシアを中心とするCISとインドを

新たな成長地域と捉え、「Focused Frontier」に指定し、資源開発

やインフラ事業、自動車関連事業、その他の地場ビジネス等を中心

に全社的事業拡大に取り組んでいきます。現在、ロシアでは5つの

店舗と事業会社8社を持ち、資源・エネルギーや環境分野、製造設

備の近代化や森林資源の開発等、幅広い事業を展開しています。

インドでは、2つの店舗を持ち、14の事業会社に出資しています。ま

た、インド事業拡大のためのタスクフォースを設け、あらゆる分野のビ

ジネスチャンスを追求する面展開で事業開拓に努めていきます。

戦略地域

基礎収益の地域別構成

当社の収益基盤はグローバルに展開しており、基礎収益にお

ける日本の構成比は、2004年度では40%弱となっています。

マンション販売や不動産賃貸事業、メディア事業、住商オート

リース等が好調で、国内事業の基礎収益は増加しているもの

の、米州やアジアの収益増加により、前年度に比べ構成比率

は低下しています。

国内に続いて構成比率が高いのはアジア地域です。インドネシ

アのバツヒジャウ銅・金鉱山やアジアのスチールサービスセン

ター網、自動車金融等、既に強い事業基盤が確立しており、今

後とも収益拡大が見込まれます。また、米州は、鋼管・鋼材取引

の好調やThe Hartz Mountain Corporationの買収効果で

収益が増加しています。私たちは今後も、全社的な経営資源

の最適配分により、グローバルに収益基盤を拡大していきます。

当社が原料炭増産プロジェクトへの融資を実施したロシアのネリュングリ炭鉱
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金属
Asian Steel Company 100.00 スチールサービスセンターへの投資 12.3
Mason Metal Industry 99.99 スチールサービスセンター（鋼材加工・販売） 5.1
SC Metal 100.00 オーストラリアでのアルミ精錬事業への投資 3.4

輸送機・建機
住商オートリース（注1） 52.90 自動車リース 30.1
Oto Multiartha 96.34 自動車販売金融 14.8
Sumisho Aircraft Asset Management 100.00 航空機リース業務 6.4
大島造船所 34.11 鋼船製造 4.9

機電
Perennial Power Holdings 100.00 米国における発電所アセットの開発・保有・運営 8.8
MobiCom Corporation 30.00 モンゴルにおける総合通信サービス業 7.7

情報産業
ジュピターテレコム（注2） 26.43 CATV局の統括運営 32.8
スミトロニクス 100.00 電子機器・部品の販売 21.8
ジュピター・プログラミング 50.00 番組供給事業の統括運営 16.1
住商情報システム（注3） 50.86 ソフトウェアの開発、情報処理サービス、通信ネットワークサービス 15.8
住商エレクトロニクス（注3） 67.15 コンピューター及び関連機器の販売・賃貸 9.8
エム・エス・コミュニケーションズ 50.00 移動体通信・固定電話の端末販売・回線販売 13.1
日商エレクトロニクス 20.18 コンピューター及び関連機器の販売・賃貸 3.6

化学品
住友商事プラスチック 100.00 合成樹脂の国内・貿易取引 10.3
The Hartz Mountain Corporation 96.30 米国におけるペット用品の製造・販売 5.8
Summit Agro Europe 100.00 欧州における農薬販売会社への出資 5.7
Cantex 100.00 塩化ビニールパイプの製造・販売 5.2

資源・エネルギー
ヌサ・テンガラ・マイニング 74.28 インドネシア・バツヒジャウ銅・金鉱山プロジェクトへの投融資 72.1
Sumisho Coal Australia 100.00 オーストラリアにおける石炭プロジェクトへの投資 45.6
SC Minerals America 100.00 米国・モレンシ－銅鉱山/ポゴ金鉱山、チリ・ラカンデラリア銅鉱山への投資 8.4
エルエヌジージャパン 50.00 LNG（液化天然ガス）事業及び関連投融資 7.0
住商エルピーガス・ホールディングス 100.00 LPG事業戦略の立案、並びに事業会社6社の管理・統括 5.5

生活産業
サミット 100.00 食品スーパーマーケットチェーン 18.6
住商フルーツ 100.00 青果物の輸入販売 13.2
モンリーブ 99.00 ドイツFEILER商品の独占輸入元（同ブランドのタオル加工品の企画・輸入・販売等） 5.2

生活資材・建設不動産
大阪北港開発 100.00 商業施設及びオフィスビル等の保有・賃貸 14.5
住商セメント 100.00 セメント・生コンクリート・コンクリート製品の販売 5.6
三井住商建材 50.00 建材の販売 2.2

金融・物流
住商ブルーウェル 100.00 損害保険・生命保険代理業 5.0

海外現地法人
米国住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 142.8
欧州住友商事ホールディング 100.00 輸出入及び卸売業 29.4
在中国現地法人8社 － 輸出入及び卸売業 10.8
シンガポール住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 9.5
オーストラリア住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 7.3

その他
住商リース 36.21 総合リース 54.9

持分比率 事業内容 持分損益
（2004年度末） （2004年度）

（％） （億円）

（注1）住商オートリースは、2005年8月2日に株式交換により当社の完全子会社となりました。
（注2）ジュピターテレコムは、2005年4月20日に第三者割当増資を行いました。
（注3）住商情報システムと住商エレクトロニクスは、2005年8月1日に合併しました。


	セグメント別事業概況
	At a Glance
	事業部門別概況
	金属事業部門
	輸送機・建機事業部門
	機電事業部門
	情報産業事業部門
	化学品事業部門
	資源・エネルギー事業部門
	生活産業事業部門
	生活資材・建設不動産事業部門
	金融・物流事業部門

	グローバル戦略
	連結業績に与える影響が大きい関係会社

